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研究成果の概要：本研究では、特別養護老人ホームをはじめとする高齢者居住施設が、従来

の「流れ作業的な」ケアから個人をみるケア（個別ケア）に転換していくための導入プロ

セスについて解明するとともに、施設がその進捗状況を振り返るためのツール（評価項目

および評価システム）の開発を行った。そのツールは、施設向けの個別ケア研修と連動し

ており、研修終了後に施設内の職員が個別ケアの進め方を議論し実践計画を行う場に活用

され、施設の質の向上に大きく寄与することとなった。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,200,000 0 1,200,000 

2007 年度 1,200,000 0 1,200,000 

2008 年度 700,000 210,000 910,000 

年度    

  年度    

総 計 3,100,000 210,000 3,310,000 

 
 
研究分野： 建築計画・高齢者福祉 
科研費の分科・細目：生活科学・生活科学一般 
キーワード：高齢者居住施設／住環境／個別ケア／診断手法／改善プロセス 
 
１．研究開始当初の背景 
 
（１）高齢者居住施設を取り巻く社会的背景 

1963 年の老人福祉法制定により誕生した
特別養護老人ホーム（以下「特養」）は、来
るべき急速な高齢化に向け、1980 年頃まで
はその質よりも定員の確保が優先され、居室
は相部屋、食堂は何十人もが一斉に食事をす
る空間であった。1990年代に入り、「住まい」
すなわち生活を営む場としてその質が重視
され始め、物理的な環境整備として「個室化」
「段階的空間構成」、ケアの手法としては「個
別ケア」など様々な試みが相次いで行われた。 

ケアに着目すると、従来の特養は、多人数
の職員が集団の入居者の世話をする、いわゆ
る一斉処遇が一般的であった。しかし、入居
者の介護の重度化および認知症入居者の割
合が増加し、そうした処遇では対応できない
入居者も現れ始めた。したがって、入居者個
人に対しより深く関わるために、集団規模を
小さくする個別ケアの手法の一つとしてユ
ニットケアが考案された。ユニットケアとは、
おおむね 10 名の入居者を固定されたスタッ
フがケアする手法である。また、認知症高齢
者を対象としたグループホームにおける効
果の立証および制度化もそうした特養の動
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きに大きな影響を与えており、2003年ユニッ
ト型特養（当時「小規模生活単位型特養」）
が制度化された。 
 
（２）施設における評価ツールの必要性 
 制度化以降、国はユニット型施設の建設を
積極的に進める施策を打ち出し、以降建設さ
れる全ての施設をユニット型施設とした。
2003 年時点での試算によれば、2014 年には
全特養の 3割がユニット型になるという概算
であった。 

しかしながら、ユニット型の運営・経営状
況は非常に厳しいものであった。つまり、集
団を少人数に分けてケアするためにはより
多くの人手がかかる。したがって、よりよい
ケアを実施するための建物を用意しても、そ
れを活かす運営がされていないのが実態で
あった。 

更に 2005 年、厚生労働省はユニット型特
養の介護報酬を下げることを決定した。それ
を受け、施設を運営する社会福祉法人からは
ユニット型施設の経営・運営に対する不安が
高まりつつある。しかしながら、利用者利益
の保護のためには、制度による影響とは関係
なく、施設が自らユニット型施設の運営を見
直し、改善策を図る努力を重ねることが不可
欠であった。 
 
（３）ユニット型施設向け研修の開催 
 2003年の制度化と同時に、厚生労働省はユ
ニット型施設の施設長および現場のリーダ
ーを対象とし、ユニットケアの理解を深める
研修を義務付けした。開設施設数の増加と共
に研修受講希望者も増加の一途を辿ること
となるが、受入れが追いつかず年を追うごと
に待機者が増加することとなった。 
 それにより、施設長と現場のリーダーの研
修受講時期がずれるという問題が生じ、施設
内でのユニットケアへの機運の高まりに欠
けることが課題となった。また、受講施設数
の増加に伴って、講師が１施設に対して行う
研修後のフォローが難しくなるという問題
も生じることとなった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、特養をはじめとする高齢者居住
施設において個別ケア（ユニットケア）を実
現するためには、「建物（ハード）の整備の
みならず、ソフトも充実させることがその達
成条件となる」との仮説に基づき、それを実
現するプロセスについて解明するとともに、
施設が自らのユニットケア実践に対し、振り
返りや達成状況の把握が可能となるような
診断手法を開発することをねらいとしてい
る。 
 

３．研究の方法 
 
 以上の目的を達成するため、以下の４つの
ステップにより研究を推進した。研究のフロ
ー（１）～（４）を図１に示す。 

なお、調査については、社会福祉法人浴風
会 認知症介護研究・研修東京センターユニ
ットケア推進室および研修受講施設の協力
を得た。 
 
（１）個別ケアへの実現プロセスの類型化 
①ユニットケア研修受講施設を対象とした

アンケート分析より、ユニット型施設で満
足にユニットケアが実現できない原因を
類型化し、その傾向を探る。 

②①の結果から、施設の抱える組織的な問題
が導き出された。 

 
（２）ユニット型特養の計画段階における運
営側と設計者との適切な協働のあり方 
①ユニットケア研修受講施設の平面図の分

析より、空間整備と運営方法の関係の把握
から、設計段階における運営者と設計者の
協働の状況を把握した。 

②制度化直後の施設計画と制度化以降 3年経
過した施設計画の比較により、施設計画の
進捗状況を把握し、運営を踏まえた空間計
画のあり方について言及するとともに、後
に開発する評価項目の参考とした。 

 
（３）開設後のユニット型特養における個別
ケア実現のための条件の解明および進捗状
況の把握 

（１）で得られた結果、つまり、ユニット
ケアをより進めるためには組織的なシス
テムづくりが必要との見解から、システム
の改善プロセスに着目した。時系列的なア
ンケート・ヒアリングの分析により、その
実践方法および成果について把握した。 

 
（４）ユニット型特養における個別ケア達成
状況の診断手法の開発・提案 

診断手法は、評価項目と評価方法の 2 つの
要素がある。 

①評価項目：（２）および（３）から得られ
た結果を元にし、項目を立案した。 

②評価方法：ユニットケア研修受講施設のア
ンケートおよび施設へのヒアリングから、
施設内でユニットケアに向けたシステム
作りの機運が高まること方法を検討した。 

③評価システム作成後、施行事業を行い評価
システムの見直しを実施した。 

 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 研究のフロー 

 
４．研究成果 
 
（１）個別ケアへの実現プロセスの類型化 

研修受講施設へのアンケートより、以下の
知見が得られた。 
①ユニット型施設において、ユニットケアを

より推進するための条件として、建築や設
備等を示す「ハード」、ケアスタッフ一人
ひとりによる具体的な生活支援である「ソ
フト」、そして施設全体としてユニットケ
アを運営するための仕組みとしての「シス
テム」の３点に類型化された。 

②最も多くの施設がユニットケアを推進す
るための課題であり条件として挙げてい
たのは、「システム」であり、それを実現
に結びつけるための方法論が求められて
いた。 

③仮説では「ハード」「ソフト」「システム」
の３つの要素は施設ごとに順不同で推進
され、施設ごとに多様であることが考えら
れたが、実際は概ね「ハード」は整ってお
り、どの施設でも特に「システム」に課題
があることが明らかとなった。 

④「システム」に関する課題の具体的な内容
は、管理者と現場のリーダーの間で相違が
見られ、管理者は「経営の効率化」「人材
の確保」「施設内の情報共有」、現場のリー
ダーは「職員の不足」「職員および管理者
のユニットケアへの理解や意識改革が困
難」が多く挙げられた。 

⑤ここで明らかにした現場リーダーの困窮
した環境および待遇については、「介護経
営学会」にて論文を発表し、介護職の職場
環境の向上に少なからず寄与したと思わ

れる。 
 
（２）ユニット型特養の施設計画段階におけ
る運営側と設計者との適切な協働のあり方 
 制度開始後 4年が経過したユニット型特養
の平面分析（65施設）および制度化直後に開
設されたユニット型特養（79施設）との比較
分析を実施し（図２）、以下の知見が得られ
た。 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 平面分析調査の概要 

 
①制度化以降 4年が経過したユニット型特養

においては、制度化直後の特養に比べ設備
基準の影響を強く受けており、１ユニット
の入居者定員、入居者１人あたりの居室面
積、共用空間面積などでは、施設間のばら
つきが減少し収斂される傾向にあった(図
３)。 

②共同生活室（LDK）は規模や設備面におい
てより住まいらしくなり、浴槽はユニット
ごとの整備が進むなど、ユニット内の居住
環境の改善が進んだ。 

③各ユニット間の独立性については、完全に
ユニットを分離するのではなく職員が裏
からユニット間を行き来しやすいタイプ
（往来型）が増加していた。このことは、
夜勤帯で 2つのユニットの入居者を 1名の
職員が担当するという体制と強く関わり
があると思われた（図４）。 

④入居者と職員の比率の最低基準（3：1）は
ほぼ全施設が満たしていたが、個別ケアの
前提であるユニット単位での職員配置は
約半数の施設で実施されているのみであ
り、勤務シフトのシミュレーションからも
最低基準の職員数ではユニットごとに満
足に職員を配置することが困難であるこ
とがわかった。 

⑤入居者対職員の比率と平面計画の相関は
低く、本来的には１ユニットの入居者定員
が少ない構成の施設では職員を多く配置
しなければならないが、実態は伴っていな
かった。そうしたことから、平面計画の検
討段階では、職員の配置など運営体制が予
め十分に想定されていないことが明らか
となった。 

⑥以上、制度化以降 4 年経過した施設では、
居住空間の整備が進んだが、運営体制など
システムとハードの連携についてはまだ
検討の余地が残されていた。その理由とし
てはまず、施設計画が複数年度に渡るため、
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その間の行政・設計担当者の異動が多く知
識が蓄積されないこと、もう一つは経営者
である理事長と設計者のみで基本構想が
練られており、運営者である施設長や介護
職は構想決定後にしか参加の機会が得ら
れないことがわかった。 

⑦以上、平面計画動向およびケア体制との連
携を踏まえた課題については、日本建築学
会で発表の機会を得ると共に、ユニットケ
ア研修においても広くデータを提供して
いく予定である。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 1ユニットの入居者定員の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 居住ユニット間の独立性からみた類型化 

 
（３）開設後のユニット型特養における「運
営システム」の改善プロセス 
ユニットケアを実現するために多くの施

設が「システム」を課題として挙げているが、
その方法論は「情報の活用と共有」「職員体
制」「各ユニットの自治」「外部委託」「人材
育成」に集約される。管理者および現場リー
ダーへのアンケート・ヒアリングおよび研修
後の計画書分析により、これらに対する取り
組み状況およびその課題を把握し、ユニット
ケアを施設全体として推進するための要件
を明らかにした。得られた知見は以下の通り

である。 
①管理者アンケート（n=146）より、「ユニッ

トケアの前提である職員の固定配置の実
施は約半数のみであること」「各ユニット
が独自に運営するための独自の予算を持
つ施設も半数程度しかないこと」「殆どの
施設で内部研修が実施されているが、内容
は介護技術が多くユニットケアの知識に
ついてはあまり取り上げられていないこ
と」「現場のリーダーの 9 割以上は管理職
待遇ではなく、うち半数に手当てがないこ
と」がわかった。 

②また、管理者のユニットケアの知識とシス
テムの推進には深い関わりがあり、管理者
の知識が多いほど、運営システムに対する
取り組みが進んでいた。 

③リーダーアンケート（n=1168）からは、自
身の施設の運営システムの進捗が遅れて
いる項目として「入居者に合わせたシフト
の見直し（約半数で実施）」「8時間夜勤（約
４割が実施）」「入居者の 24 時間情報の共
有（約４割）」が挙げられた（図５）。 

④運営システムの整備が進まない要因とし
ては、全ての手法に対し「リーダー自身が
取り組まなかった」が最も多かったが、「方
法がわからない・手法があることを知らな
かった」「他の職員の理解が得られない」
という回答も見られた。 

⑤管理者と現場リーダーへのヒアリングか
ら、ユニットケアへの満足度や自己評価の
判断基準にズレがあり、意識の共有がなさ
れていないことがわかった。 

⑥以上から、運営システムを推進するための
主な要件として、「具体的手法の周知」「研
修で習得した知識に関する施設内の共有」
「施設内のユニットケアに対する意識共
有」が挙げられ、こうしたことを担保する
評価システムが必要であることが明らか
となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ ユニットリーダー業務の実施状況 

 
（４）個別ケアの診断手法の開発・提案 
①（３）⑥で得られたユニットケアの達成条

件を元に、「手法の周知」「知識の施設内共
有」「施設内の意識共有」を目的とした評
価項目および評価方法を開発した。 

②評価項目はユニットケア研修テキストお
よびアンケート結果を元に、以下の通り作
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独立性 介護単位 型 型名称

■ユニットリーダーが行うべき職務の実施状況

：受講前から実施している ：受講後，実施している ：まだ実施していない ：無回答

ユニット単位でのシフトの作成Ａ.勤務表・
　 シフトの作成

Ｂ.ユニット費の
　 運用

Ｃ.ユニット内
　 職員の
　 サポート

Ｄ.ユニット内
　 ミーティングの
　 開催

Ｅ.ケアプランへの
　 関与

入居者にあわせたシフトの見直し

８時間夜勤の導入

ユニット費導入のための働きかけ

ユニット費の管理と運用

技術指導

396 256 447 69

248 328 510 82

236 191 670 71

358 377 350 83

320 243 534 71

573 338 181 76

400 302 382 84

585 355 157 71

629 313 160 66

689 273 137 69

700 230 171 67

メンタルヘルス

日程の周知・確定

議事録の作成・議案書の回覧

アセスメント・モニタリング・

ケアプランへの助言

ケースカンファレンスへの助言



 

 

番号 タイトル 項目 番号 タイトル

1 ４つの住み分け

2 ユニットの適度な独立性

3 五感に訴える①

4 五感に訴える②

5 イス・テーブル

6 掲示物①

7 掲示物②

8 設えの準備

9 家具の持込みと設え

10 個別化

11 プライバシーの確保

12 リビングの設え①

13 リビングの設え②

14 セミパブリックスペース

15 パブリックスペース

16 個人データ

17 起床時間

18 身支度・身だしなみ

19 整容・口腔ケア

20 排泄

21 プライバシーの尊重

22 食べるスペース

23 キッチン

24 家電製品

25 食事の時間

26 調理

27 盛り付け

28 マイ食器

29 常備食

30 個人持ちの食事

31 飲食の自由

32 片付け

33 利用者エプロン

34 入浴の単位

35 個別浴槽

36 入浴方法

37 入浴の技術

38 同性介助

39 行事

40 レク活動

41 外出

42 家族

43 就寝時間

44 夜間

45 理念の共有

46 情報伝達の工夫

47 記録

48 情報の管理

49 ミーティング

50 会議

51 職員配置

52 固定配置

53 リーダー配置

54 シフト

55 研修報告

56 ユニット費

57 シフト勤務表

小項目大項
目

6

1

3

各空間が本来持つ特性を生かし
た使われ方がなされている

2

建物

個室が自分の部屋として使える
ように用意されている

季節の情景が感じられて、安心
して過ごせる場所が確保されて

いる

シ
ス

テ
ム

7

住
ま

い

8 入浴
個人の好みに合わせた個別対応
の入浴ができている

食事
個人の好みに合わせた柔軟な食
事が提供できている

暮
ら

し

4

5

中項目

暮らしを感じるリビングが確保
されている

職員体制・シフ
ト・施設内研修

ユニットケアに即した勤務体制
を組み、それを実現している

11

チームケアを推進するための情
報の整理と伝達システムを構築

している

9

個人の場

暮らしの場

居心地よい場

12

地域の場

利用者が施設内にいても街の雰
囲気を味わうことができ、他の

ユニットの人と交流ができてい

る

個別の暮らしの
尊重

利用者個人の生活について、過
ごし方を把握している

権限委譲
ユニット運営の活性化と職員の
モチベーションアップをはかる

10
情報の伝達・共
有

日中・夜間の様
子

業務的な日課表による管理され
た時間の過ごし方でなく、個人

のペースを大事にしている

成した（表１）。 
③評価システムはソフト開発会社の協力を

得て作成し、施設がＰＣから入力可能なも
のとし、結果についてはすぐに講評コメン
トを出せるようにした。 

④立案した評価システムおよび評価項目の
妥当性を確認するため、開発の翌年には 11
施設を対象とし施行事業として評価テス
ト実施とアンケート採取を行った。その結
果、評価項目やコメントについては「概ね
適切」との意見が得られるとともに、施設
でのユニットケア実践の際に「概ね役立
つ」との評価が得られた。一方で、核メン
バー（管理者やリーダー）の合議には役立
つが、一般の介護職には浸透しないのでは
ないかといった課題が出された。 

⑤本格運用開始後の課題としては、普及率
（H20 現在 4.1％）を上げるためのシステ
ムの更なる周知や施設の計画書作成との
連動、システムの柔軟性拡大が挙げられる。 

表１ 評価項目 
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